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別紙 3 

令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

総括研究報告書 

ゲーム障害の診断・治療法の確立に関する研究 

研究代表者 松﨑尊信 国立病院機構久里浜医療センター精神科医長 

 

研究要旨：インターネットの急速な普及と、オンラインゲームを中心としたゲームの隆

盛により、自らのゲーム行動をコントロールできず、日常生活に支障をきたす人々の問

題が世界中で広がっている。このような状況を踏まえ、世界保健機関は、2019 年「ゲー

ム障害」を精神疾患に収載した ICD-11 を承認した。ゲーム障害の健康・社会生活への

影響は大きく、昼夜逆転、遅刻・欠席、学業の成績低下、家族への暴言・暴力、引きこ

もり等が多くの患者に見られている。しかし、日本におけるゲーム障害の実態につい

て、まだ不明な点が多く、相談機関や専門的治療を行っている医療機関も限られてい

る。そこで、本研究では、 

○ゲーム障害の実態調査 

○相談機関向け対応ガイドライン、教育機関向け対応マニュアルの作成 

○ゲーム障害の標準的治療法の開発と効果検証 

○ゲーム障害に関する研究の review 

を実施し、ゲーム障害の対策を提言し、ゲーム障害の相談・治療ニーズに適切に対応で

きる体制整備に寄与することを目的とする。 

令和 4年度の成果概要について、以下に示す。 

1）一般住民のインターネット使用およびゲーム行動に関する全国調査を解析し、わが国

の一般住民のネットおよびゲーム使用行動の実態を明らかにし、コロナ禍における行動

の変化を明らかにするために、2019 年と 2020 年に実施された調査の結果を分析した。 

2）令和 3年度に実施された、全国の精神保健福祉センターにおけるゲーム依存に関する

相談の状況、それぞれの課題ごとの内容、対応についてアンケート調査結果より得られ

た、ゲーム依存の 3つの課題、①お金の損失、②暴言・暴力、③生活への影響（重複して

いることも少なくない）についての対応、家族によるゲーム依存への対応の３原則などを

記載し、最後に事例を加えた、「ゲーム依存相談対応ガイドライン（第 1版）～相談機関

におけるゲーム依存への相談と支援～」を提示した。 

3）児童精神科通院患者におけるゲーム障害のスクリーニング陽性率について調査した。 

4）「ゲーム依存予防」のための内容を中心に据えて、教師が求める情報を記した「ゲーム

依存対応マニュアル」を作成した。 

5）ゲームと認知機能および睡眠をテーマに文献探索を行った。 

6）精神科・児童精神科に通院しゲーム使用問題を持つ患者におけるゲーム障害の状態の

変化が明らかになった。 

7）ゲーム障害の定義に該当する 12歳以上 35 歳未満のゲーム障害患者を対象とし、既存

の他の依存症に対する治療プログラムを参考として独自に開発した認知行動療法をベー

スとした全 8回の治療プログラムを実施し、効果検証を行った。 

分担研究者氏名・所属機関 尾崎米厚 鳥取大学医学部 
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A．研究目的 

インターネットの急速な普及と、オンライ

ンゲームを中心としたゲームの隆盛によ

り、自らのゲーム行動をコントロールでき

ず、日常生活に支障をきたす人々の問題が

世界中で広がっている。このような状況を

踏まえ、世界保健機関は、2019 年「ゲー

ム障害」を精神疾患に収載した ICD-11 を

承認した。諸外国と同様に、わが国でもゲ

ーム障害は若者を中心に急速に深刻化して

いると推測されているが、その実態につい

ては、不明な点が多い。 

2011 年日本で初めてインターネット専門

外来を設置した久里浜医療センターの外来

受診患者は、未成年者が全体の 2/3 を占

め、全体の 90%以上は主にオンラインゲー

ムに依存している。ゲーム障害の健康・社

会生活への影響は大きく、昼夜逆転、遅

刻・欠席、学業の成績低下、家族への暴

言・暴力、引きこもり等が多くの外来患者

に見られている。精神保健福祉センターで

はネット・ゲーム依存関係の相談件数が急

速に増加し、医療機関には受診希望患者

が、教育機関には家族からの相談件数が急

増している。しかし、そのような相談・支

援のニーズの増加とは対照的に、専門的治

療を行っている医療機関は極めて限られて

おり、一般の小児科やゲーム障害の治療経

験の少ない精神科に多くの患者が殺到し、

対応に苦慮している。また、相談機関にお

いても、対応できる職員が圧倒的に不足し

ている。このように、ゲーム障害は、本人

の健康問題のみならず、若者の将来にも多

大な影響を及ぼす、教育や公衆衛生上の重

大な危機であり、ゲーム障害に対する相

談・治療ニーズに適切に対応できる体制整

備は喫緊の課題である。そこで、本研究で

は、 

○ゲーム障害の実態調査 

○相談機関向け対応マニュアルの作成 

○教育機関向け対応マニュアルの作成 

○標準的治療法の開発と効果検証 

○ゲーム障害の海外研究の review 

を実施し、ゲーム障害の対策を提言し、ゲ

ーム障害の相談・治療ニーズに適切に対応

できる体制整備に寄与することを目的とす

る。また、R4 年 2月 WHOより発出された

ゲーム障害の診断ガイドラインを参考に、

日本版のガイドラインについて検討する。 

 

B. 研究方法 

１．ゲーム障害の実態調査 

「ゲーム・ネット使用と生活習慣に関する

実態調査」として 2019 年 10-11月は、全
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国の 10-79歳の中から、400地点の 9000

人を層化二段無作為抽出法により住民基本

台帳から無作為に抽出し、調査員による訪

問留置法調査を実施した。訪問回収が難し

い人は一部郵送やオンライン回答も可能と

した。調査に回答した人数は、4,862 人

(54％：訪問留置 4,078人、郵送 518人、

オンライン法 266人)であった。その中の

一部 2,416人（50％)は、追跡調査を承諾

した。2020 年 7月の調査の依頼に対し

て、2,068 件の回答を得たが、1回目の調

査と連結でき、回答内容が十分であった、

1,829 人のデータを解析した。2019 年 10

月と 2020 年 7月の両方の調査に参加した

人は、1829 人（女 1012 人、男 817人）

であった。うち、調査開始時年齢は、10－

29才 348人、30－49才 565人、50－79才

916人であった。 

（倫理面への配慮） 

本調査は、久里浜医療センターの倫理審査

で承認された。対象者が 18 歳未満の場合

は、保護者の同意を得たのちに本人への調

査を実施した。対象者の抽出、調査の実

施、回収は調査会社に委託して実施したの

で、研究者は、個人情報を外したデータを

取得して、解析を行った。 

 

２． ゲーム依存相談機関向けの対応マニ
ュアルの作成 

令和３年度に実施した、全国の精神保健

福祉センターにおけるゲーム依存に関する

相談の状況、さまざまな課題ごとの内容、

対応に関するアンケート調査をもとに、精

神保健福祉センターをはじめとする相談機

関における「ゲーム依存相談対応ガイドラ

イン」を作成する。 

（倫理面への配慮） 

令和 3年度アンケート調査実施時におい

て、全国精神保健福祉センター長会研究倫

理審査委員会にて承認を得た。（令和 3年

8月 6日）。 

 

３．国内の医療機関を対象とした実態調査 

研究対象：一ヵ月の調査期間に、ときわ病

院・ときわこども発達センター（児童精神

科）を受診した 10 代（10歳－18 歳）の症

例全てを対象とした。 

データ収集方法：ときわ病院・ときわこど

も発達センター（児童精神科）で外来診療

を担当する延べ 9名の医師（非常勤医師を

含む）が、一週間に 1時間以上ゲームをす

るか口頭で質問し、「はい」と回答した場

合には、研究の目的や方法、研究への協力

を断っても不利益がないことなどを十分に

説明した上で、本人のアセント、および、

保護者の同意が得られた症例に質問紙を渡

し、記入を求めた。記入済みの質問紙は回

収箱に投函してもらった。 

質問紙の構成：質問紙は、以下の 3つのパ

ートから構成された。 

1)回答者情報：回答者自身について、年

齢・性別、平日・休日の平均的な一日のゲ

ーム時間等について質問した。 

2) GAMES test：ICD-11 のゲーム障害の診

断ガイドラインに基づき我が国において作

成された A nine-item short screening 

test for ICD-11 gaming disorder (GAMES 

test)への回答を求めた。（表 1）ゲーム障

害の診断ガイドラインでは、① ゲームの

コントロール障害、② ゲームが他の生活

上の関心および日常活動よりも優先される

程度にゲームの優先度が高まっている、③ 

ネガティブな結果が生じているにもかわら
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ず、ゲームを続けるまたはエスカレートさ

せる といった、3つの主要症状に加え、

④ その行動パターンは、個人的、家庭

的、社会的、学業上、職業上または他の重

要な領域の生活機能に重大な支障をもたら

すほどに重症であり、そのような状態が、

通常、少なくとも 12ヵ月以上明らかであ

る場合にゲーム障害と診断可能である。

GAMES testは、これら①～④の 4項目に

ついてそれぞれ 2つの質問で回答を求めた

後、9つ目の質問として、平日の平均ゲー

ム時間についての回答を求め、2時間未満

は 0点、2時間以上 6時間未満は 1点、そ

して、6時間以上には 2点を与える。つま

り、9つの質問から成り、合計得点は 10

点満点となる。各質問項目に対する回答を

合計し、5点以上の場合にスクリーニング

陽性、つまり、ICD-11 によるゲーム障害

が疑われる。 

3) IGDT-10：米国精神医学会(APA)の精神

疾患の診断・統計マニュアル・DSM-5に

は、今後の研究のための病態としてインタ

ーネットゲーム障害(Internet Gaming 

Disorder: IGD)の診断基準が掲載された。

DSM-5の IGD の診断基準では、以下の 9項

目のうち、５つまたはそれ以上が、12カ

月の期間内のどこかで起こる場合に診断可

能とされている。① インターネットゲー

ムへのとらわれ、② インターネットゲー

ムが取り去られた際の離脱症状、③ イン

ターネットゲームに費やす時間が増大して

いく、④ インターネットゲームに関わる

事を制御する試みの不成功、⑤ インター

ネットゲーム以外の過去の趣味や娯楽への

興味の消失、⑥ 心理社会的な問題を知っ

ているにもかかわらず過度にインターネッ

トゲームの使用を続ける、⑦ インターネ

ットゲームの使用の程度について嘘をつい

たことがある、⑧ 否定的な気分（例：無

力感、罪責感、不安）を避けるため、ある

いは和らげるためにインターネットゲーム

をする、⑨ インターネットゲームの参加

のために、大事な交友関係、仕事、教育や

雇用の機会を危うくした、または失ったこ

とがある。ハンガリーの Király et al. 

により作成された Ten-Item Internet 

Gaming Disorder Test (IGDT-10)は、IGD

の診断基準 9項目に対する質問から成る

が、⑨の機能障害については「ゲームのた

めに大切な人間関係をあやうくしたり、失

ったことがありますか」と「過去 12ヵ月

間で、ゲームのために学校での勉強や職場

での仕事がうまくできなかったことがあり

ますか」という 2つの質問で確認するため

質問数は 10項目となる(1)。IGDT-10 で

は、これら 10項目の質問に対し、過去 12

ヵ月間、どの程度、そしてどれくらい頻繁

に当てはまったかを「０：全くなかった、

１：ときどきあった、２：よくあった」の

3件法で回答してもらう。IGDT-10 日本語

版は、久里浜医療センターによる訳（同セ

ンターウェブサイト参照）を使用した。 

IGDT-10 の採点方法には、Király et al. 

によるオリジナルの採点方法（Király

法）と、我が国で施行された大規模調査の

結果に基づき提唱された Mihara et al.に

よる採点方法（久里浜法）(2)がある。

Király法では、「よくあった：2」のみ基

準を満たすと評価し（1点）、質問 9、10

に関しては、質問 9または 10 のどちら

か、または両方が「よくあった：2」の場

合に 1点として集計するため 9 点満点とな
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る。合計 5点以上の場合、インターネット

ゲーム障害の疑いありと判定する。一方、

久里浜法では、「よくあった：2」に加え、

「ときどきあった：1」も基準を満たすと

評価し（1点）、質問 9、10 に関しては、

どちらか、または両方が「ときどきあっ

た：1」あるいは「よくあった：2」の場合

に 1点として集計する。したがって、

Király法同様に 9点満点であり、合計 5

点以上の場合にインターネットゲーム障害

の疑いありとする。つまり、「ときどきあ

った：1」も基準を満たすと評価する久里

浜法の方が、陽性率は高くなる。今回、こ

の 2つの採点方法を行い、結果を比較検討

した。 

倫理面への配慮：本研究は、ときわ病院倫

理審査委員会の承認を得て行った。調査へ

の協力には、回答者本人のアセント、およ

び、保護者の同意を得た。個人情報の保護

に配慮し、回答用紙には匿名での回答を求

めた。 

 

４．教育現場の実態調査・ゲーム問題を有

する生徒に対する対応マニュアル作成 

「情報教育」もしくは「情報モラル教育」

を推進する研究校を対象として、実際の児

童生徒らの具体的な状況把握を継続してお

こなう。 

加えて、各校においてゲーム障害をテーマ

とした予防授業を実施し、記述した授業用

ワークシートの記述等から子供達の具体的

な実態を把握する。また、指導者へのイン

タビューをおこない、教育現場でのゲーム

障害に関する対応についてどのような措置

がとられているかについての実態把握をお

こなう。 

これらの調査結果を踏まえた上で、適切な

対応マニュアルの構想を練るとともに、教

育現場が求める資料・教材等についても検

討する。 

（倫理面への配慮） 

学校訪問・授業参観時において、児童生徒

及び教職員の個人情報の収集については実

施しない。アンケート調査等を実施する場

合においても、本学倫理委員会規定に沿っ

た対応を実施する。 

 

５．既存の文献の reviewと対策提言 

R4 年度は、ゲーム障害の予防と対策をテ

ーマに、睡眠および認知機能に対するゲー

ムの影響に関する文献探索を中心に行い、

R2 年度・R3 年度の結果も踏まえて、本邦

で実現可能なゲーム障害対策を提言した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、レビュー研究であり、人を対象

とする医学系研究の適用範囲外として扱う

こととした。 

 

６．国内の治療施設に通院するゲーム障害

患者および家族の実態調査 

研究 1：言語的妥当性の検証  

1.質問紙調査 

調査は、2021 年 7月に実施された。子ど

もには、IGDS-C、GADIS-A、各尺度でわか

りにくいと思った項目、基本属性（性別、

年齢、学年）を調査した。親には、

PIGDS、GADIS-P、各尺度でわかりにくいと

思った項目、基本属性（性別、年齢）を調

査した。質問紙調査は、親子別々に 1名ず

つ実施した。質問紙に回答してもらってい

る間、研究者が立ち会い、各尺度の回答所

要時間を測定した。また、診療録から子ど
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もの診断名、IQを調査した。 

2.インタビュー調査 

質問紙調査回答後に、親子別々に 1名ずつ

実施した。質問紙調査に立ち会った研究者

がインタビューを行った。インタビューで

は、各尺度でわかりにくいと思った項目に

ついて、どのような点がわかりにくかった

か、言い換えるとしたらどのような言葉が

わかりやすいかを詳しく聞き取った。ま

た、内容が抽象的で子どもにとって回答が

難しいと予想された項目について、どのよ

うな出来事を想起して回答したか、いつの

時点の出来事であったか（過去 12 か月の

出来事を振り返ることができているか）を

確認した。 

3.分析方法・日本語版の確定 

尺度回答所要時間の平均値と標準偏差

（SD）を算出し、回答に困難がないかを確

認した。質問紙調査とインタビュー調査の

結果をまとめ、修正が必要と考えられる文

言をピックアップした。研究者間で協議

し、日本語訳を修正した。その後逆翻訳を

実施し、逆翻訳版とオリジナル版の等価性

の原著者に確認を依頼した。 

研究 2：患者・家族調査 

1.患者調査 

対象者の選択基準は、①ゲーム使用の問題

を有する通院患者、②小学 4年生（9歳）

～29歳の男女、とした。除外基準は、①

精神障害や知的障害の影響により調査票へ

の回答が難しいと主治医に判断された患

者、②患者が小学生・中学生の場合で、意

思確認書に同居する親権者の署名がない場

合、③患者が高校生の場合で、同意書に患

者本人と同居する親権者両方の署名がない

場合、とした。 

小学 4年生～中学 3年生（9歳～15 歳）の

患者の場合は、参加確認書に患者本人と同

居する親権者から署名をもらうことにより

研究参加の意思表示を確認した。高校 1 年

生～高校 3 年生（中学修了し高校未修了の

15 歳～18 歳）の患者の場合は、同意書に

患者本人と同居する親権者から署名をもら

うことにより研究参加の意思表示を確認し

た。高校を修了した 18 歳以上の患者（大

学生・社会人等）の場合は、同意書に本人

の署名をもらうことにより研究参加の意思

表示を確認した。 

ゲーム障害治療を提供する医療機関リスト

に記載された全国の医療機関（89 か所）

に患者及び親権者への調査票配布の協力を

依頼した。また、日本児童青年精神医学会

に所属する専門医（約 400名）にも協力を

依頼した。ゲーム障害を治療する医療機関

には研究者から往復はがきを送付し、日本

児童青年精神医学会に所属する専門医には

学会事務局から往復はがきを送付した。往

復はがきで、患者調査の調査票配布協力可

否と可能な場合の患者の年齢層（小学生・

中学生・高校生・それ以上）ごとの人数を

回答してもらい、各調査実施機関での対象

となる患者数を事前に確認した。調査実施

時期になったら、その数分の調査票セット

を研究者から医療機関に郵送し、医療機関

スタッフから調査対象者に調査票セットを

配布してもらった。患者調査は紙の調査票

を用いて行い、記入済みの同意書と調査票

を返送してもらった。アンケート回答者に

プリペイドカードの謝礼を送付した。 

2.家族調査 

対象者の選択基準は、①小学 4年生～高校

3 年生のゲーム使用の問題を有する通院患
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者と同居する親権者、②20歳以上の男

女、とした。家族だけが医療機関に相談に

来ている場合も対象に含めた。除外基準

は、患者と同居していない場合とした。患

者調査と同様の方法でリクルートを行っ

た。 

家族調査はウェブアンケートで行った。家

族調査案内チラシに記載された URLまたは

QRコードから調査用ウェブサイトにアク

セスしてもらい、オンライン上で研究説明

を行い、研究参加の同意を得た上で、アン

ケート調査に回答してもらった。アンケー

ト回答者にプリペイドカードの謝礼を送付

した。 

 

７．ゲーム障害に対する認知行動療法を

ベースとした治療プログラムの開発と効

果検証 

１） 調査対象 

久里浜医療センターインターネット依存

専門治療外来を受診し、精神科主治医によ

りゲーム障害とされた方とその家族。 

① 年齢：12歳以上 35 歳未満のゲー

ム障害者とその家族。 

② 性別：男女 

③ その他：明確な治療が始まってい

ない者（必ずしも初診でなくともよい）。 

④ 対象者に対して、主治医より、初

診から 2回目の受診時に、研究説明書を用

いて、説明をする。そして、ゲーム障害の

ための認知行動療法による全8回の介入と、

計 5回のアセスメントのためのアンケート

への回答に同意した方を調査対象者とし

た。未成年者の場合は保護者の同意も得ら

れた者とした。 

⑤ 対象者数は、統計的なパワーも考

慮して、本人とその家族 30 組を目標とす

る。 

２） 介入方法 

① 治療プログラムは合計 8回実施す

る。 

② 1回のセッションは 60分以上 120

分未満とする。 

③ プログラムのリーダーは、精神科

医師１名、コリーダーは公認心理師 1名と

する。 

④ 各セッションは、マニュアルに従

って実施する。 

⑤ 参加者は、全 8回の治療プログラ

ムを順不同で受講する。 

３） 評価項目 

① 主評価項目は、ベースラインと比

較して、プログラム終了3カ月後（12週後）

および 6か月後（24週後）の Games Test

によるゲーム依存度。 

② 副次評価項目は、ベースラインと

比較して、プログラム終了 3カ月後（12週

後）および 6か月後（24週後）の平日のゲ

ーム使用時間、休日のゲーム使用時間、日

本語版 IGDT-10、Sheehan VAS スケールと

する。評価は、本人のみならず家族にもお

願いする。 

（倫理面への配慮） 

文書により研究の説明を行い、対象患者

である本人とその家族から文書による同

意を得る。患者の年齢が 18 歳未満の場合

には、本人の研究参加に関して保護者から

も同意を得る。同意が得られない場合には、

本研究への参加は見送る。 

ベースライン、追跡調査は紙ベースの調

査票となるため、その管理は鍵のかかる所

に保管する。データは PC に入力するが、そ



8 
 

の PC は外部からアクセスできない物を使

用する。いずれにしても、情報が外部に漏

洩しないよう管理を徹底する。 

得られたデータは速やかに解析して公表

する。紙ベースの資料は公表後速やかに破

棄する。デジタルデータは、研究終了後 3

年間保管してその後に適切な方法で廃棄

する。 

 研究に伴う補償の発生する研究内容で

はない。 

 

C. 研究結果 

１．ゲーム障害の実態調査 

インターネット使用の実態では、平日のイ

ンターネット使用者は 88.2%から 90.3%へ

増え、平日、休日、多く利用する日すべて

で、インターネット使用時間は有意に増加

した。ゲーム使用者割合、ゲーム障害頻度

ともに有意な増加は認められなかった。オ

フラインゲーム使用時間は、平日平均

2019 年 12.3 分から 2020 年 19.4 分、休日

平均 21.8分から 30.3 分と平日と休日の両

方で増加した。オンラインゲーム時間は、

有意な増加は見られず、むしろ休日のオン

ラインゲーム時間は 48.0 分から 44.9 分

と、有意に減少した。オンラインゲーム時

間のほうが圧倒的に、オフラインゲーム時

間より長かった。オフラインとオンライン

合わせたゲーム時間は、平日平均 42.3 分

から 49.0 分、休日平均 69.9 分から 75.2

分、と平日と休日の両方で増加した。 

 性、年齢グループ別の、2019 年と 2020

年のゲーム症疑いの頻度を比較した結果で

は、ゲーム症疑いの頻度が 2019 年に最も

高かったグループは 10－29才男性で、

11.2%で、2020 年でも 12.7%と最も頻度が

高かった。30－49才女性のみ、ゲーム症

疑い頻度が 0.3％から 2020 年 2.5％へ有意

に増加した。その他のグループでは、2019

年 10月から 2020 年 7月に有意な変化を認

めなかった。 

ゲーム使用者におけるゲーム使用時間の

変化の世代間の差をみると、女性ではオフ

ラインゲーム、オンラインゲームとも世代

間の有意差はなかった（オフラインのゲー

ム時間は 30-49歳で増加したが 50-79歳も

増えたため）。休日オフラインゲーム時間

は、男性では 30－49歳（＋21.0 分）で、

男女計でも 30－49歳（+24.0 分）で、増

加量が大きかった。その世代のゲーム症疑

いの頻度の増加（女性の 30-49歳）に関連

している可能性がある。 

2019 年と 2020 年の両方の調査に参加

し、2回とも GAMEs testの判定ができた

1712 人についての分析結果を見ると（表

４）、2回とも GAMEs test陰性（(-)→

(-)）1642 人、陰性から陽性となった者

（(-)→(+)）32 人、陽性から陰性となっ

た者（(+)→(-)）27人、2回とも陽性

（(+)→(+)）11 人であった。 

GAMEs testを用いてスクリーニングし

たゲーム症疑いの、2019 年 11月から 2020

年 7月までの 9か月間の新規陽転者割合は

全体で 1.9%、スクリーニング検査陽性か

ら陰性に転じた者（陰転者）の割合は

71.1%であった。新規陽転者割合は、10－

29才男性で 10.1%と飛びぬけて高かった。

陰転者割合は、年代や性差は明らかでなか

った。 

2019 年時点でゲーム症疑いでなかった

人について、2020 年にゲーム症なしグル

ープと、ゲーム症疑いグループを比較する
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と、ゲーム症疑いグループでは、2020 年 3

－5月のゲーム時間が大幅に増えて、2020

年 7月調査時点のゲーム時間が大幅に増え

たとした者の割合が高かった。2020 年 3－

5月または 2020 年 7月調査時点のゲーム

時間が大幅に増えた、ある程度増えたと回

答した者 374 人の中では、ゲーム症疑いの

グループでは、コロナのパンデミックによ

る休校、外出制限が時間が増えたことに大

いに影響した、ゲーム時間が増えた理由と

して、外出制限のストレス発散のため、ゲ

ームのフレンドからの誘いが増えたため、

家庭のもめごとが増えたためとした者の割

合が高かった。 

 

２．ゲーム依存相談機関向けの対応マニュ
アルの作成 

令和 3年度の調査では、全国精神保健福

祉センター69 か所中 57か所（82.6％）よ

り相談の状況、内容、対応に関する回答を

得た。相談機関における、ゲーム依存に関

する相談は、本人自身が来所することは珍

しく、大半は家族（主に、母親もしくは両

親）の相談から始まる。多くの場合、本人

自身に現状を改善しよう（ゲームをやめ

る、時間を減らすなど）という気持ちが見

られず、そのため病院受診への動機付けも

少ない。このため、医療機関における対応

とは異なることが少なくない。 

家族の多くは、生活の問題が生じていて

もすぐには来所せず（実際には、どのあた

りから問題が生じているのか明確ではない

ことも）、お金の問題、あるいは暴言・暴

力が発生して、はじめて相談につながるこ

とが少なくない。一方で、多くの場合、本

人自身には現状を改善しようという気持ち

が見られず、すぐには病院受診や相談来所

することはない。来所した家族と本人とは

相談機関に求めているものが異なっている

が、家族の中には、すぐに解決することを

望み、入院・入所する、支援者が説得して

くれることなどを求めてくることもある。

しかし、大半の場合は、背景に、これまで

の様々な家族関係の課題、生育歴の課題な

どに加え、障害の有無の課題もあり、実際

の相談は、ゲーム依存に並行して、これら

の課題へのアプローチが重要となる。 

ゲーム依存相談対応ガイドラインでは、

ゲーム依存の抱える課題として、大きく、

①お金の損失、②暴言・暴力、③生活への

影響の 3つをあげ、それぞれの課題の内

容、聞き取りに必要な内容、具体的な対応

について解説する。①お金の損失（多く

は、課金による）に対しては早急な対応が

求められる。②暴言・暴力では、その多く

がゲームに没頭する行為を止める言動が引

き金となっており、当面はこれらの行動を

控え、とりあえず暴言・暴力の回避を行

う。これらの対応を行ったうえで、③生活

の影響に対して、じっくりと支援を行って

いくこととなる。 

ゲーム依存に関わるには、なぜ、ゲーム

に没頭しているのかを理解する必要があ

る。不登校・ひきこもりの初期にゲーム依

存の状態になることがある。学校や職場で

のストレスの発散（クールダウン）の手段

となっていることもあれば、ゲームの中に

関係欲求、承認欲求を求めている（現実の

世界においてこれらの欲求が満たされてい

ない）場合もある。無理矢理ゲームを中止

させようとするだけでは状況の改善は難し

く、これらの背景を理解して対応すること

が重要である。 
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ゲーム依存の背景には、様々な生活環境

の課題や生育歴の課題、発達障害の存在の

有無などが関与しており、これらの課題や

障害特性を十分に理解して支援をしていき

ながら、ゲームに没頭している行動に対す

る具体的な対応の方法を検討していくこと

が求められる。 

今回作成する「ゲーム依存相談対応ガイド

ライン」では、最後に、事例の提示を加え

ながら、それぞれの状況に応じた対応・支

援方法を記載し、今後とも、引き続き、全

国精神保健福祉センターに意見を得て、適

時、検討していくこととする。 

 

３．国内の医療機関を対象とした実態調査 

有効回答数：対象となった 227 名から、ゲ

ームをしないと答えた 21名、未記入が多

い 3名を除外した 203名を解析対象とし

た。 

平均年齢：回答者の平均年齢は、

13.6±2.6 歳であった。 

男女比：203名のうち、男性 141名、女性 

62名であった。 

平均ゲーム時間：一日当たりの平均ゲーム

時間は、平日 2.5±2.0時間 (0－15時

間)、休日 4.2±3.2時間 (0.5－21時間)

であった。 

GAMES testの結果：GAMES test 陽性者、

つまり 10 点満点中 5点以上の者は 42名 

(20.7%) であった。 

IGDT-10：前述した 2つの方法により採点

した。Király法では、8 名 (3.9%) が陽性

であった。一方、久里浜法では、55 名 

(27.1%) が陽性であった。 

GAMES testと IGDT-10 の比較：2つの自記

式質問紙のスクリーニング陽性者の比較に

関しては、GAMES test 陽性であった 42名

のうち、IGDT-10 Király法でも陽性であ

ったのは 7 名であった。また、GAMES test 

陽性かつ IGDT-10 久里浜法陽性であった

のは 31名であった。 

IGDT-10 の 10項目の質問への回答を

「０：全くなかった、１：ときどきあっ

た、２：よくあった」の 3件法に基づき

30 点満点として数値化し（IGDT-10 は、

本来、合計点を評定するものではない）、

GAMES testの点数との相関をみたとこ

ろ、統計学的に有意な相関を認め、ピアソ

ンの積率相関係数は r=0.5854 (p < 

0.0001) であった。 

 

4．教育現場の実態調査・ゲーム問題を有
する生徒に対する対応マニュアル作成 

（１）調査状況について 

本年度新たに実施した低年齢層への調査結

果によると、小学校３年生（９歳になる年

齢）の時点で、73%の児童が「ゲームをよ

くする・まあまあする」と回答している

（55%が「よくする」と回答している）。中

学年（小学校３・４年生）の児童は任天堂

系（Switchや Wii等）の一人用ゲームを

おこなっている児童が多いと予想していた

が、既に、62%の児童がスマートフォンや

タブレットでのゲーム利用もおこなってお

り、40%の児童がスマートフォンを利用し

たオンライン系のゲームをおこなっている

という結果であった。ゲーム機の利用・ス

マートフォンの利用は低年齢化してきてい

るとはいわれているが、大半がまだ９歳と

いう年齢の児童らがここまで進んでいたこ

とは驚くべき結果といえる。 

なお、約 40%の児童はゲーム時間の制限が

課せられておらず、ゲーム時間の取り決め
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がある場合もそのゲーム時間を守っている

層と守っていない層がほぼ拮抗している。

この小学校３年生の時点で既にゲーム時間

の制限がコントロールできていない可能性

もあるといえる。 

 このため、「予防」を主眼に置いた場

合、小学校３年生では既に遅く、低学年も

しくは小学校入学時点からの指導方法を検

討する必要があるといえる。しかしなが

ら、低学年児童ではまだ文字の読み書きも

おぼつかず、ましてや「判断力を育成す

る」といった指導が困難なのは明らかであ

る。そうなると、強制的な措置（使用制

限）をとるしか方法がないが、実態はそう

なっていないことも確かであり、低学年へ

の予防的な指導の方策は最大の懸念事項で

ある。 

 

（２）児童生徒のゲームプレイ状況につい

て 

児童生徒らの実態調査においては、具体的

なゲーム名の記載をおこなってもらった。

小学生では、任天堂 Switchによるゲーム

名が多いが、学年があがるにつれて、スマ

ートフォンでおこなうゲーム名をあがる児

童も増えてきている。圧倒的に支持を得て

いるのは、任天堂系のキャラクターモノが

多いが、ポケモン系、マインクラフトもま

だまだ根強い人気がある。中学生では、ス

マートフォン系のゲームが多いものの、プ

レイステーションなどのゲーム機や PC系

のゲーム利用も増えている。 

しかしながら、長時間プレイに陥りやすい

のは、やはり、アクション系・シューティ

ング系であり、全般的にその人気が高く、

そこに「ハマリ込んでいる」児童生徒は、

「時間制限を設けていない」や「使用時間

ルールを守っていない」と回答するケース

が多いため、ゲームジャンルと依存傾向の

相関性は明らかであると考えられる。な

お、本年度も世界的に著名なオンラインで

のサバイバルゲームの人気は高く、現時点

でのブームの衰えは感じられない。 

一方で、パズル系・育成シミュレーション

系の人気も根強く、まちづくりや日本一周

などを趣旨とするものも多く遊ばれてい

る。また、年齢が上がるにつれて、ゲーム

の種類も多様化し、プレイする媒体も増え

ていき、趣向が分散する傾向にあるといえ

る。より複雑な RPG 系や育成シミュレーシ

ョンなども中学校以上では遊ばれるように

なっている。 

 

（３）予防・対応マニュアルの作成につい

て 

児童生徒らのゲームプレイの実態を踏まえ

て、教師向け予防・対応マニュアルの最終

の項目を決定した。まずは、ゲーム使用状

況の実態を正確に捉えるために、学校側は

何を聞き取るかについて、その詳細を記す

こととした。 

独立行政法人国立病院機構 久里浜医療セ

ンターが発刊している「ゲーム依存 相談

対応マニュアル」（ゲーム依存相談対応マ

ニュアル作成委員会）の p.56において

は、ゲーム依存に関する相談を受ける場合

に、特に押さえておきたい項目を示してい

る。（参照 URL：

https://kurihama.hosp.go.jp/research/e

ducation/tool.html） 

そのうち、「◎使用しているデジタル機器

とゲーム名。いつからプレイしているのか
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を確認する。」といった項目について、「ゲ

ーム名を聞いても分からない」という現場

の意見を踏まえて、選択形式で選べるよう

具体的なゲーム名を網羅したリストを作成

した。これは、依存傾向になる児童生徒ら

と学校側とのコミュニケーションをとる上

で、相談にあたる教師らは、どのようなゲ

ームがあり、なぜ児童生徒らはこれらには

まり込むのかを理解する必要があるが、そ

のための一助となるのではないかという狙

いもある。 

また、「対応マニュアル」とタイトルには

記したが、実質的には教育分野では予防に

重点を置く必要があるため、予防教育の項

目を増加し、具体的な実施内容を解説し

た。 

これらの内容を下記の目次のように構成し

た。なお、下記の項目内の各種資料につい

ては、既に開発済みの教材をアレンジする

などして配置し、１つのまとまったマニュ

アルとして再構成した。ただし、小学校高

学年から高校生までが対象となり、実態調

査から懸念事項となっている、「低学年児

童」への対応はできていない。この点は、

今後の大きな課題である。 

 

【学校向け予防・対応マニュアル目次（最

終案）】 

１．実態把握（相談） 

（１）インタビュー形式での状況確認項目  

（２）ゲームリスト名  

（３）「ゲーム障害」の判断 

 ・判断フロー ・対応方法  

（４）マンガ形式での依存度確認 

２．予防教育 

（１）ゲーム機・スマートフォン等の「時

間制限」の機能を用いる 

・「スクリーンタイム」の設定例 

（２）時間設定 

（マイスマホ ベストセッティングワー

ク） 

（３）等価時間の認識  

（４）誓約書作成事例  

・事例１ ・事例２ 

・集団でのルールづくり 

（５）マイスマホ ライフスタイル分析  

―「メリット・デメリット」の見極め 

（６）「依存症あるある」 

（イラスト版チェックシート） 

（７）その他の教材活用事例 

 

5. 既存の文献の reviewと対策提言 

睡眠および認知機能に対するゲームの影響

に関する文献探索を行った。PubMedで 69

の reviewを精査し、予防と対策に特に重

要と思われるの文献およびその関連文献を

検討した。PC やスマートフォンなどから

発生するブルーライトは、睡眠・覚醒サイ

クルを含む凱日リズムに影響を与え、夜間

のメラトニン分泌を抑制し、眠気を減ら

す。また、長時間のゲームは睡眠時間と身

体活動などの睡眠衛生に必要な時間を減ら

し、睡眠が量的・質的に悪化することが指

摘されている 1。Kristensenらは、計 763

の研究のシステマティックレビューとメタ

アナリシスを行い、ゲームの問題があるプ

レイヤーは、問題がないプレイヤーに比べ

て、総睡眠時間、睡眠の質、日中の眠気、

睡眠の問題で、ゲームの問題があるプレイ

ヤーは問題のないプレイヤーより悪化し、

その傾向は未成年ではさらに顕著であるこ

とを示した 2。Kingらは、17人の健常者
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の未成年男子に対して、短時間（50 分）

あるいは長時間（150 分）ゲームを就寝直

前まで行わせたところ、長時間群の方が短

時間群よりも自覚的な入眠困難が悪化する

ことや、未成年者が眠前のゲームはなかな

かやめられず、入眠困難を生じ、睡眠効率

が悪化する可能性を示した 3。Dworakら

は、12-14歳の子供に、就寝時刻 2－3時

間前に、ゲームあるいは映画鑑賞を 60 分

してから眠らせ、活動の直前とその 24時

間後に言語記憶と視覚記憶の検査を行った

4。ゲーム群では入眠潜時の延長をはじめ

とする睡眠の問題が報告されるとともに翌

日の言語記憶が 20%低下していたが、映画

群では睡眠・言語記憶・視覚記憶ともに問

題はなかった。Wolfeらは、ゲームが最大

5時間できる環境で、作業記憶と持続的注

意について調査し、ゲーム時間と睡眠時間

およびゲーム時間と持続的注意は有意な逆

相関にあったことを報告した 5。さらに、

睡眠時間と持続的注意は正の相関があっ

た。作業記憶との相関はなかった。媒介分

析では、ゲーム時間と持続的注意の関係は

完全に睡眠時間を媒介としたことから、ゲ

ーム時間が長くなると睡眠時間が減り、そ

の結果、持続的注意が悪化することが示さ

れた。これらのことから、ゲーム時間が長

くなると不注意がもたらされる可能性が示

された。 

以上より、長時間のゲームが睡眠不足や睡

眠の質の低下をもたらした結果、認知機

能、特に言語記憶や持続的注意を悪化させ

る可能性が示唆された。このことはゲーム

障害患者でたびたび問題となる不登校や成

績低下に拍車をかけている可能性がある。

そのため、睡眠に関する対策をおこなうこ

とは非常に重要と考えられた。 

 

6．国内の治療施設に通院するゲーム障害
患者および家族の実態調査 

1. 患者調査 

 対象者の選択基準は、①ゲーム使用の問

題を有する通院患者、②小学 4年生（9歳）

～29歳の男女、とした。除外基準は、①精

神障害や知的障害の影響により調査票への

回答が難しいと主治医に判断された患者、

②患者が小学生・中学生の場合で、意思確認

書に同居する親権者の署名がない場合、③

患者が高校生の場合で、同意書に患者本人

と同居する親権者両方の署名がない場合、

とした。 

 研究参加の意思表示の確認は以下の方法

で初回調査時に行った。小学 4 年生～中学

3年生（9歳～15 歳）の患者の場合は、参加

確認書に患者本人と同居する親権者から署

名をもらうことにより研究参加の意思表示

を確認した。高校 1 年生～高校 3 年生（中

学修了し高校未修了の 15 歳～18 歳）の患

者の場合は、同意書に患者本人と同居する

親権者から署名をもらうことにより研究参

加の意思表示を確認した。高校を修了した

18 歳以上の患者（大学生・社会人等）の場

合は、同意書に本人の署名をもらうことに

より研究参加の意思表示を確認した。 

 対象者のリクルートは、初回調査時に、ゲ

ーム障害治療を提供する医療機関リストに

記載された全国の医療機関（89 か所）に患

者及び親権者への調査票配布の協力を依頼

した。また、日本児童青年精神医学会に所属

する専門医（約 400 名）にも協力を依頼し

た。ゲーム障害を治療する医療機関には研

究者から往復はがきを送付し、日本児童青

年精神医学会に所属する専門医には学会事
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務局から往復はがきを送付した。往復はが

きで、患者調査の調査票配布協力可否と可

能な場合の患者の年齢層（小学生・中学生・

高校生・それ以上）ごとの人数を回答しても

らい、各調査実施機関での対象となるおお

よその患者数を事前に確認した。調査実施

時期になったら、その数分の調査票セット

を研究者から医療機関に郵送し、医療機関

スタッフから調査対象者に調査票セットを

配布してもらった。患者調査は紙の調査票

を用いて行い、記入済みの同意書と調査票

を返送してもらった。アンケート回答者に

プリペイドカードの謝礼を送付した。半年

後調査では、初回調査に参加した調査対象

者に調査票セットを配布した。 

 調査内容は、年齢に応じて以下の通りと

した。 

＜小学校 4～6年生（9～12歳）＞ 

① ゲーム使用問題の程度：予備調査を経

て作成された IGDS-C（9項目）、GADIS-

A（10項目）GAMES test（9項目）。 

② 健康関連 QOL：EQ-5D-Y（5 項目）。EQ-

5D-Y は、8～15 歳対象の尺度で日本の

同年齢の子どもにおいて信頼性・妥当

性が確認されている。EuroQoL Groupに

使用許諾を得て、日本語版を入手し使

用した。 

③ 精神的健康：Birleson自己記入式抑う

つ評価尺度(DSRS-C)短縮版（9項目）12)。

活動性および活動性の減衰、抑うつ気

分の 2 因子から構成され、日本の小学

校 3 年生～中学校 2 年生において良好

な信頼性・妥当性が確認されている。短

縮版のカットオフは、7点と設定されて

いる。 

④ 家族機能：家族機能を東大版 family 

APGAR尺度（5項目）。 

⑤ ゲーム使用に関する質問：過去 1 週間

の平日・休日のゲーム使用時間（1日平

均時間）、使用しているゲーム機器、家

庭内のゲームに関するルールについて。 

⑥ 生活習慣に関する質問：過去 1 か月間

の平均睡眠時間、ソーシャルメディア・

SNS などの 1 日あたり使用時間、動画

投稿・共有サービスの 1 日あたり使用

時間、人間関係に関する満足度、外出頻

度、過去 1 か月間の学校の欠席・遅刻

の頻度、過去 1 か月間の学校以外での

勉強時間、身長、体重。 

⑦ 基本属性：性別、生年月日、学年、同居

者。 

⑧ 自由記述：ゲームや生活に関する困り

ごと・悩みごと、病院に期待すること、

調査への意見。 

＜中学生・高校生（12歳～18 歳）＞ 

① ゲーム使用問題の程度：IGDS-C（9項目）、

GADIS-A（10項目）、GAMES test（9項

目）10)。 

② 健康関連 QOL：EQ-5D-Y（5項目）。 

③ 精神的健康：GHQ 短縮版（30項目）。12

歳以上対象の尺度で、30 項目、4 件法

である。4種類の選択肢のうち、左から

2 つの場合は 0 を与え、右から 2 つを

選択した場合は 1 を与えて合計点を算

出する（0～30 点）。7 点以上で精神的

健康に問題があるとされる。一般的疾

患傾向、身体的症状、睡眠障害、社会的

活動障害、不安と気分変調、希死念慮と

うつ傾向の 6 因子で構成される。一般

的疾患傾向、身体的症状、睡眠障害、社

会的活動障害では 3/5 以上、不安と気

分変調では 4/5 以上、希死念慮とうつ
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傾向では 2/5 以上で、中等度以上の症

状があると判定される。版権元から購

入して使用した。 

④ 家族機能：家族機能を東大版 family 

APGAR尺度（5項目）。 

⑤ ゲーム使用に関する質問： 小学生調査

票と同様。 

⑥ 生活習慣に関する質問：小学生調査票

と同様。 

⑦ 基本属性：小学生調査票と同様。  

⑧ 自由記述：小学生調査票と同様。 

＜大学等・社会人等（18 歳～29歳）＞ 

① ゲーム使用問題の程度：IGDS-C（9項目）、

GADIS-A（10項目）、GDT（4項目）、GAMES 

test（9項目）。 

② 健康関連 QOL：EQ-5D-5L（5項目）。EQ-

5D-5L は、16 歳以上対象の尺度で、日

本の 20歳以上において・妥当性が確認

されている。EuroQoL Groupに使用許諾

を得て、日本語版を入手し使用。 

③ 精神的健康：GHQ 短縮版（30項目）。 

④ 家族機能：家族機能を東大版 family 

APGAR尺度（5項目）。 

⑤ ゲーム使用・精神障害に関する質問：自

身の精神障害の診断名、小学生調査票

と同様の内容。 

⑥ 生活習慣に関する質問：過去 1 か月間

の平均睡眠時間、ソーシャルメディア・

SNSなどの 1日あたり使用時間、動画投

稿・共有サービスの 1 日あたり使用時

間、外出頻度、過去 1 か月間の学校・仕

事の欠席・遅刻の頻度、授業以外での勉

強時間、仕事時間、身長、体重。 

⑦ 基本属性：性別、生年月日、在籍する教

育機関種別および学年、最終学歴、就労

状況、婚姻状況。 

⑧ 自由記述：小学生調査票と同様。 

 本報告書では、上記調査内容の記述統計

量を算出した。 

2. 家族調査 

 対象者の選択基準は、①小学 4 年生～高

校 3 年生のゲーム使用の問題を有する通院

患者と同居する親権者、②20歳以上の男女、

とした。家族だけが医療機関に相談に来て

いる場合も対象に含めた。除外基準は、患者

と同居していない場合とした。患者調査と

同様の方法でリクルートを行った。 

 家族調査においては、初回調査はウェブ

アンケートで行った。半年後調査では、初回

調査に参加した調査対象者に調査票セット

を配布した。 

アンケート回答者にプリペイドカードの謝

礼を送付した。 

 調査内容は、以下の通りであった。 

① 子どものゲーム使用問題の程度：予備

調査を経て作成された PIGDS（9項目）、

GADIS-P（10項目）。 

② 家族機能：家族機能を東大版 family 

APGAR尺度。 

③ 自身の健康関連 QOL：EQ-5D-5L。 

④ 自身の精神的健康：GHQ30。 

⑤ 子どものゲーム使用・精神障害に関す

る質問：ゲーム障害の診断の有無、子ど

もの過去 1 週間の平日・休日のゲーム

使用時間（1日平均時間）、家庭内のゲ

ームに関するルール、子どものゲーム

使用に対する問題認識。 

⑥ 自身の生活に関する質問：1日あたりの

ソーシャルメディア・ SNS(LINE や

Twitter など)の使用時間、1 日あたり

の動画投稿・共有サービス（YouTubeな

ど）の利用時間、人間関係の満足度  
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⑦ 基本属性：性別、年齢 

⑧ 自由記述：子どもや家庭に関する困り

ごと、医療に期待すること、調査への意

見。 

本報告書では、上記調査内容の記述統計量

を算出した。また、初回及び半年後調査の

両方に回答した患者群を対象として解析を

行った。 

 

7. ゲーム障害に対する認知行動療法をベ
ースとした治療プログラムの開発と効果検
証－パイロット調査－ 

１）調査協力者 

現在までに本研究への参加に同意し，プ

ログラム開始前のアンケートに記入したう

えで，1回でもプログラムに参加した 21

名についてその属性を Table 1 に示した。 

 年齢は 11才から 31才，平均年齢は

17.9才，性別は男性 17 名女性 4名であっ

た。 

 研究協力者 21名のうち、現在までに全

8回のプログラムのうち、6 回以上参加し

た者 11名、 

プログラム終了 3 か月後の効果測定のため

のアンケートに回答した者 6 名、プログラ

ム終了後 

6か月後のアンケートに回答している者 4

名について検討した結果を以下に示す。 

 

Table 1 研究協力者の属性 

調査協力者数 21名 

平均年齢 17.9才（11～31

才） 

性別 

 

  男性 17 名（81.0％） 

  女性 4名（19.0％） 

職業 

 

  小学生 3名（14.3％） 

  中学生 5 名（23.8％） 

  高校生 4名（19.0％） 

  大学生 3名（14.3％） 

  無職 4名（19.0％） 

  社会人 2名（9.5％） 

２）結果 

①GAMES testによるゲーム障害症状の変

化 

ゲーム障害症状の変化について、プログ

ラム開始前とプログラム終了後における

GAMES Testの平均値に差があるかを対応

のある t検定を用いて検討した。プログラ

ム開始前の GAMES Testの平均値

（M=5.83,SD=3.31）と、プログラム終了後

における平均値（M=3.67,SD=3.39）の間に

は、有意な差は見られなかった

（t(5)=1.194）。   

また、プログラム開始前の GAMES Test

の平均値（M=6.50,SD=1.73）と、プログラ

ム終了から 3か月後における平均値

（M=5.00,SD=2.45）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=1.441）。 

さらに、プログラム開始前の GAMES 

Testの平均値（M=6.00,SD=2.16）と、プ

ログラム終了から 6か月後における平均値

（M=5.50,SD=2.65）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=1.732）。 

② 家族評価による GAMES testによるゲー

ム障害症状の変化 
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ゲーム障害症状の変化について、プログ

ラム開始前とプログラム終了後における家

族が本人を評価した GAMES Testの平均値

に差があるかを対応のある t検定を用いて

検討した。プログラム開始前の家族評価に

よる GAMES Testの平均値

（M=9.17,SD=1.17）と、プログラム終了後

における平均値（M=2.83,SD=3.312）の間

には、有意な差が見られた

（t(5)=5.531,p<.01）。 

また、プログラム開始前の GAMES Test

の平均値（M=7.50,SD=2. 52）と、プログ

ラム終了から 3か月後における平均値

（M=5.00,SD=3.46）の間には、有意な差が

見られた（t(3)=5.00,p<.05）。 

さらに、プログラム開始前の GAMES 

Testの平均値（M=9.33,SD=1.16）と、プ

ログラム終了から 6か月後における平均値

（M=7.00,SD=2.00）の間には、有意な差が

見られた（t(2)=3.500, p<.1）。 

③ 日本版 IATによるゲーム障害度の変化 

ゲーム障害度の変化について、プログラ

ム開始前とプログラム終了後における日本

版 IATの平均値に差があるかを対応のある

t検定を用いて検討した。プログラム開始

前の日本版 IATの平均値

（M=5.86,SD=1.86）と、プログラム終了後

における平均値（M=2.47,SD=1.90）の間に

は、有意な差が見られた

（t(6)=2.925,p<.05）。  

また、プログラム開始前の日本版 IATの

平均値（M=.75,SD=1.50）と、プログラム

終了から 3か月後における平均値

（M=4.75,SD=3.78）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=1.686）。 

さらに、プログラム開始前の日本版 IAT

の平均値（M=7.25,SD=1.26）と、プログラ

ム終了から 6か月後における平均値

（M=5.25,SD=4.11）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=1.124）。 

④ 家族評価の日本版 IATによるゲーム障

害度の変化 

ゲーム障害度の変化について，プログラ

ム開始前とプログラム終了後、プログラム

終了から 3か月後、および 6か月後におけ

る家族評価による日本版 IATの平均値に差

があるかを対応のある t検定を用いて検討

した。プログラム開始前の家族評価による

日本版 IATの平均値（M=7.83,SD=1.60）

と、プログラム終了後における平均値

（M=3.83,SD=2.79）の間には、有意な差が

見られた（t(5)=3.757,p<.05）。 

また、プログラム開始前の家族評価によ

る日本版 IATの平均値（M=8.25,SD=.96）

と、プログラム終了から 3か月後における

平均値（M=6.25,SD=4.27）の間には、有意

な差は見られなかった（t(3)=1.188）。 

さらに、プログラム開始前の日本版 IAT

の平均値（M=8.00,SD=1.00）と、プログラ

ム終了から 6か月後における平均値

（M=7.00,SD=2.65）の間には、有意な差は

見られなかった（t(2)=1.000）。 

⑤ 平日のゲーム使用時間の変化 

対象者 6 名について、プログラム開始前

とプログラム開始前とプログラム終了後、

プログラム終了から 3か月後、および 6か

月後における平日のゲームの平均使用時間

に差があるかを対応のある t検定を用いて

検討した。プログラム開始前の平日のゲー

ムの平均使用時間（M=310.00,SD=272.10）

と、プログラム終了後における平均使用時

間（M=200.00,SD=235.97）の間には、有意



18 
 

な差は見られなかった（t(5)=.751）。 

また、プログラム開始前の平日のゲーム

の平均使用時間（M=520.00,SD=485.90）

と、プログラム終了から 3か月後における

平均使用時間（M=300.00,SD=261.53）の間

には、有意な差は見られなかった

（t(2)=1.635）。 

さらに、プログラム開始前の平日のゲー

ムの平均使用時間（M=450.00,SD=550.73）

と、プログラム終了から 6か月後における

平均使用時間（M=280.00,SD=283.55）の間

には、有意な差は見られなかった

（t(2)=1.95）。 

⑥ 家族に評価による平日のゲーム使用時

間の変化 

プログラム開始前とプログラム開始前と

プログラム終了後、プログラム終了から 3

か月後、および 6か月後における家族の評

価による平日のゲームの平均使用時間に差

があるかを対応のある t検定を用いて検討

した。プログラム開始前の平日のゲームの

平均使用時間（M=547.50,SD=334.40）と、

プログラム終了後における平均使用時間

（M=390.00,SD=434.05）の間には、有意な

差は見られなかった（t(3)=1.443）。 

また、プログラム開始前の平日のゲーム

の平均使用時間（M=330.00,SD=381.84）

と、プログラム終了から 3か月後における

平均使用時間（M=150.00,SD=212.13）の間

には、有意な差は見られなかった

（t(1)=1.500）。 

さらに、プログラム開始前の平日のゲー

ムの平均使用時間（M=340.00,SD=270.56）

と、プログラム終了から 6か月後における

平均使用時間（M=250.00,SD=190.53）の間

には、有意な差は見られなかった

（t(2)=1.92）。 

⑦ 休日のゲーム使用時間の変化 

対象者 6 名について、プログラム開始前

とプログラム開始前とプログラム終了後、

プログラム終了から 3か月後、および 6か

月後における休日のゲームの平均使用時間

に差があるかを対応のある t検定を用いて

検討した。プログラム開始前の休日のゲー

ムの平均使用時間

（M=435.00,SD=316.212）と、プログラム

終了後における平均使用時間

（M=200.00,SD=235.97）の間には、有意な

差は見られなかった（t(5)=1.396）。 

また、プログラム開始前の休日のゲーム

の平均使用時間（M=630.00,SD=396.86）

と、プログラム終了から 3か月後における

平均使用時間（M=390.00,SD=196.72）の間

には、有意な差は見られなかった

（t(2)=1.622）。 

さらに、プログラム開始前の休日のゲー

ムの平均使用時間（M=510.00,SD=504.68）

と、プログラム終了から 6か月後における

平均使用時間（M=360.00,SD=216.33）の間

には、有意な差は見られなかった

（t(2)=.898）。 

⑧ 家族評価による休日のゲーム使用時間

の変化 

プログラム開始前とプログラム開始前

とプログラム終了後、プログラム終了から

3か月後、および 6か月後における家族の

評価による休日のゲームの平均使用時間に

差があるかを対応のある t検定を用いて検

討した。プログラム開始前の休日のゲーム

の平均使用時間（M=577.50,SD=331.70）

と、プログラム終了後における平均使用時

間（M=390.00,SD=434.05）の間には、有意
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な差は見られなかった（t(3)=1.351）。 

また、プログラム開始前の休日のゲー

ムの平均使用時間（M=480.00,SD=240.00）

と、プログラム終了から 3か月後における

平均使用時間（M=315.00,SD=246.78）の間

には、有意な差はが見られた

（t(3)=2.480,p<.1）。 

さらに、プログラム開始前の休日のゲ

ームの平均使用時間

（M=480.00,SD=240.00）と、プログラム終

了から 6か月後における平均使用時間

（M=397.50,SD=218.23）の間には、有意な

差は見られなかった（t(3)=1.997）。 

⑨ 1 日の最長ゲーム使用時間の変化 

対象者 6 名について、プログラム開始前

とプログラム開始前とプログラム終了後、

プログラム終了から 3か月後、および 6か

月後における 1日の最長のゲーム使用時間

に差があるかを対応のある t検定を用いて

検討した。プログラム開始前の最長のゲー

ム使用時間（M=720.00,SD=28.50）と、プ

ログラム終了後における最長使用時間

（M=350.00,SD=433.36）の間には、有意な

差が見られた（t(5)=2.167,p<.1）。 

また、プログラム開始前の最長ゲーム使

用時間（M=866.67,SD=543.08）と、プログ

ラム終了から 3か月後における最長使用時

間（M=480.00,SD=216.33）の間には、有意

な差は見られなかった（t(2)=1.665）。 

さらに、プログラム開始前のゲームの最

長使用時間（M=720.00,SD=623.54）と、プ

ログラム終了から 6か月後における最長使

用時間（M=r560.00,SD=295.97）の間に

は、有意な差は見られなかった

（t(2)=.839）。 

⑩ ゲーム使用による悪影響の比較 

 ゲーム使用による悪影響について、プ

ログラム開始前とプログラム終了後、プロ

グラム終了から 3か月後、および 6か月後

における Sheehan VASスケールの平均値に

差があるかを対応のある t検定を用いて検

討した。 

まず、仕事・学業について、プログラ

ム開始前の平均値（M=4.29,SD=2.75）と、

プログラム終了後における平均値

（M=1.57,SD=1.62）の間には、有意な差が

見られた（t(6)=1.949,p<1）。  

また、プログラム開始前の平均値

（M=6.50,SD=.58）と、プログラム終了か

ら 3か月後における平均値

（M=4.25,SD=3.30）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=1.51）。 

さらに、プログラム開始前の平均値

（M=6.00,SD=.82）と、プログラム終了か

ら 6か月後における平均値

（M=4.00,SD=3.37）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=1.27）。 

次に、社会生活について、プログラム開

始前の平均値（M=2.29,SD=2.69）と、プロ

グラム終了後における平均値

（M=.86,SD=1.22）の間には、有意な差が

見られなかった（t(6)=1.078）。  

また、プログラム開始前の平均値

（M=5.25,SD=2.06）と、プログラム終了か

ら 3か月後における平均値

（M=2.25,SD=2.63）の間には、有意な差が

見られた（t(3)=2.777,p<.1）。 

さらに、プログラム開始前の平均値

（M=3.75,SD=1.50）と、プログラム終了か

ら 6か月後における平均値

（M=3.00,SD=1.45）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=.469）。 
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さらに、家庭生活について、プログラム

開始前の平均値（M=4.86,SD=3.39）と、プ

ログラム終了後における平均値

（M=2.14,SD=2.27）の間には、有意な差は

見られなかった（t(6)=1.376）。 

また、プログラム開始前の平均値

（M=5.00,SD=.82）と、プログラム終了か

ら 3か月後における平均値

（M=4.25,SD=2.87）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=.502）。  

さらに、プログラム開始前の平均値

（M=6.00,SD=1.41）と、プログラム終了か

ら 6か月後における平均値

（M=3.50,SD=3.42）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=2.10）。 

⑪ 家族評価によるゲーム使用による悪影

響の比較 

 家族の評価によるゲーム使用による本

人への悪影響について、プログラム開始前

とプログラム終了後、プログラム終了から

3か月後、および 6か月後における家族の

評価による Sheehan VASスケールの平均値

に差があるかを対応のある t検定を用いて

検討した。 

まず、仕事・学業について、プログラ

ム開始前の平均値（M=7.67,SD=2.42）と、

プログラム終了後における平均値

（M=5.17,SD=3.13）の間には、有意な差が

見られなかった（t(5)=1.517）。 

また、プログラム開始前の平均値

（M=8.00,SD=.82）と、プログラム終了か

ら 3か月後における平均値

（M=5.00,SD=3.83）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=1.897）。  

さらに、プログラム開始前の平均値

（M=8.50,SD=1.29）と、プログラム終了か

ら 6か月後における平均値

（M=7.00,SD=2.58）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=2.32）。 

次に、社会生活について、プログラム開

始前の平均値（M=7.17,SD=2.14）と、プロ

グラム終了後における平均値

（M=4.83,SD=2.99）の間には、有意な差が

見られなかった（t(5)=1.784）。  

また、プログラム開始前の平均値

（M=6.00,SD=2.94）と、プログラム終了か

ら 3か月後における平均値

（M=5.00,SD=3.56）の間には、有意な差が

見られた（t(3)=2.449,p<.1）。 

さらに、プログラム開始前の平均値

（M=7.00,SD=3.56）と、プログラム終了か

ら 6か月後における平均値

（M=6.00,SD=2.71）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=.775）。 

さらに、家庭生活について、プログラム

開始前の平均値（M=8.83,SD=1.17）と、プ

ログラム終了後における平均値

（M=4.67,SD=2.73）の間には、有意な差が

見られた（t(5)=3.082,p<.05）。 

また、プログラム開始前の平均値

（M=8.25,SD=1.50）と、プログラム終了か

ら 3か月後における平均値

（M=5.25,SD=3.78）の間には、有意な差は

見られなかった（t(3)=.1.50）。 

さらに、プログラム開始前の平均値

（M=8.50,SD=1.73）と、プログラム終了か

ら 6か月後における平均値

（M=7.25,SD=2.50）の間には、有意な差が

見られた（t(3)=2.611,p<.1）。 

 

D. 考察 

１．ゲーム障害の実態調査 

（点） 
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コロナ禍で自宅にいる時間が増え、インタ

ーネットや特にゲームをする時間が長くな

ったことが社会で危惧された。本調査は、

わが国の代表性の担保された対象者に対し

ての調査であり、さらに 2019 年 10月とい

うコロナ禍の直前のデータとコロナ禍の最

中の 2020 年 7月のデータを同一人物で比

較することができた。 

 本調査の結果により、この間にインター

ネット利用者割合が増加し、利用する時間

も増えたことが明らかになった。これは、

ソーシャル・ディスタンスを保つために、

オンラインで多くのことを勧められた結果

かもしれない。 

ICD-11 をベースにしたゲーム症スクリ

ーニングテストでゲーム障害を判定した結

果、9か月間のゲーム症疑いの新規発生率

は 1.9％、ベースラインで陽性だった者の

陰転率は 71.1％であった。ゲーム症疑い

の頻度は横ばいであった。陰転率の高さに

ついては、ゲーム症のスクリーニングテス

トでは、平均値への回帰（1度の検査で高

くでた正常高値者は、次回の結果は低く出

やすい）の減少か、ゲーム症が未介入でも

高率で改善するためか、今後も注意深い検

討が必要である。また、追跡調査同意者は

ゲーム症疑い者の頻度が低い集団であるこ

とは明らかになっており（選択バイア

ス）、そのためコロナ禍の影響が検出しに

くかったのかもしれない。 

ただ、ゲーム時間が大幅に増えた者で、

ゲーム症疑い該当者の割合が高くなってお

り、ゲーム時間が長くなるとゲーム症のリ

スクが高まることが示唆される。ゲーム時

間が増えた者の中では、ストレス発散目

的、ゲームのフレンドからの誘い、家庭の

もめごとが増えたことが、ゲーム症疑い該

当者で高くなっており、コロナ禍で、家庭

の内外で厳しい状況になった者がゲームへ

逃避する姿が想像される。家庭への介入は

難しい問題であるが、ストレス対処法を伝

えること、学校や地方自治体の関係者が、

背景にある問題を解決するために働きかけ

ることがゲーム症予防に重要であることが

示唆された。 

ゲーム時間は、オフラインゲーム時間が

長くなった。オンラインゲーム時間は減少

したが、それでもオンラインゲームのほう

が圧倒的に長いままであった。在宅が求め

られる中、余暇時間をオフラインゲームに

使う者が増えたためではないかと考えられ

た。30－49才女性のみ、ゲーム症疑いの

頻度が増えたが、このグループは 2019 年

10月時点でゲーム症の頻度が低いグルー

プであった。この 9か月間にゲームへの接

触が増えた可能性がある。この世代の女性

は、ゲームを行っている子どものいる可能

性が高い世代でもあり、在宅で過ごす時間

の増加、子どもと在宅で過ごす時間の増

加、が要因として考えられる。 

 

２．ゲーム依存相談機関向けの対応マニュ
アルの作成 

１）達成度について 

全国精神保健福祉センターを対象に実施し

たアンケート調査をもとに、「ゲーム依存

相談対応ガイドライン」を作成し、全国の

精神保健福祉センターに提供を行った。た

だし、ゲーム依存に関しては、様々な背景

があり、状況に応じた対応が求められるこ

ともあり、今後とも、適時、多くの意見を

伺いながら、内容の更新を行いたい。 

２）研究成果の学術的意義について 
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近年、精神保健福祉センターを始め、保健

所や市区町村には、ゲーム依存に関する多

くの相談が寄せられているが、具体的なゲ

ーム依存に関する理解や対応方法が明確で

なく、困惑している状況にあった。今回、

「ゲーム依存相談対応ガイドライン」で

は、基本的な対応などについて記載してお

り、現場での対応の基礎としたい。 

３）研究成果の行政的意義について 

ゲーム依存の相談対応ができる医療機関な

どはまだまだ少なく、その多くが精神保健

福祉センターや保健所、市町村などの行政

機関に寄せられるが、行政としてもその対

応が不十分であり、今後このガイドライン

が普及することにより、行政機関における

ゲーム依存相談対応への理解が深まること

が期待される。 

４）その他特記すべき事項について 

ゲーム依存に関しては、様々な背景があ

り、今後も多くの事例の経験や研究結果を

踏まえて、内容を更新し、相談機関へ情報

の提供を行っていきたい。 

 

３．国内の医療機関を対象とした実態調査 

2013 年 5月に公表された DSM-5に、今後

の研究のための病態として IGD の診断基準

が掲載されて以来、各研究者によりその病

態イメージが異なっていた、いわゆる“ゲ

ーム依存”と称される状態についての定義

が明確化され、ゲーム障害に関する研究は

急増した。その後、様々な議論がなされ、

DSM-5の IGD の診断基準に含まれる 9項目

のうち、より診断上重要な項目についての

議論が行われ、ICD-11 のゲーム障害の診

断ガイドラインに反映された(3)。つま

り、ゲーム障害は、① ゲームのコントロ

ール障害、② ゲームが他の生活上の関心

および日常活動よりも優先される程度にゲ

ームの優先度が高まっている、③ ネガテ

ィブな結果が生じているにもかわらず、ゲ

ームを続けるまたはエスカレートさせる、

④ その行動パターンは、個人的、家庭

的、社会的、学業上、職業上または他の重

要な領域の生活機能に重大な支障をもたら

すほどに重症であり、そのような状態が、

通常、少なくとも 12ヵ月以上明らかであ

る場合に診断可能とされた。 

 IGD やゲーム障害に関する研究報告が増

え、様々な知見が蓄積されたが、一貫して

報告されているのは、ゲーム障害には精神

医学的併存症が多いこと、とりわけ、ADHD

の併存が多いことである(4)。また、精神

医学的併存症は、ゲーム障害のリスク因

子、重症化リスクである一方、うつ病や不

安症といった内在化障害を中心に、ゲーム

過剰使用の結果として生じる可能性も指摘

されている(5)。 

 我々が、令和 3年度に行った日本児童青

年精神医学会認定医 414名を対象とした調

査では 159名から回答が得られたが、通院

中の患者にゲーム・ネットの問題が生じた

との経験をしていた回答者は 74名 

(46.5%)であった。このことは、メンタル

ヘルス上の問題を抱えた子どもは、ゲーム

障害の発症リスクが高いということを示し

ていると考える。 

 今回の研究で、ICD-11 のゲーム障害の

診断ガイドラインに基づき作成されたゲー

ム障害をスクリーニングするための自記式

質問紙・GAMES test の陽性者は 42名 

(20.7%) であった。DSM-5の IGD の診断基

準に基づき作成された自記式質問紙 IGDT-
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10 に関し、スクリーニング陽性であった

のは、Király法では、8 名 (3.9%) のみで

あり、我が国で、スクリーニングのために

使用する場合には、「１：ときどきあっ

た」も基準を満たすと評価することを提唱

する久里浜法では、55 名 (27.1%) が陽性

であった。IGDT-10 については、ゲーム障

害のリスクを有する子どもを早期にスクリ

ーニングするために使用する場合、久里浜

法で採点すべきであると考えられた。 

 今回の調査対象となった児童精神科に通

院する 10 代の子どもでは、GAMES test陽

性率は 20.7%、IGDT-10・久里浜法での陽

性率は 27.1%であった。これら 2つの質問

紙に関して、全国から無作為抽出された

10 代・20 代の一般人口を対象として日本

国内で施行された先行研究の結果から報告

されているスクリーニング陽性率は、

GAMES testで 5.1%、IGDT-10・久里浜法で

は 11.3 %が陽性であった。つまり、児童

精神科に通院中である 10 代を対象とした

今回の調査における陽性率は、一般人口に

比べて明らかに高いことが分かる。 

 今回の研究の限界として、単一施設で研

究協力者を募ったこと、サンプル数が少な

いこと、ゲーム障害の診断のための構造化

面接を行うことができていない事などがあ

げられる。しかし、10 代の臨床サンプル

を対象に GAMES test、IGDT-10 のスクリー

ニング陽性率を調査した研究は国内で初め

てであり、意義があると考える。 

 今回の結果から、メンタルヘルス上の問

題を抱え、児童精神科に通院中の 10 代で

は、ゲーム障害のリスクが高いことが分か

った。GAMES testや IGDT-10 は、それぞ

れ、9項目、10項目の質問からなる簡便な

自記式質問紙であり、3～5分程度で回答

可能である。ゲーム障害の発症予防、およ

び、すでにゲーム障害を発症している症例

においては重症化を予防するためには、ゲ

ームの問題の早期発見・早期介入が重要で

ある。その目的のために、GAMES testや

IGDT-10 が活用可能であると考える。 

 

4. 教育現場の実態調査・ゲーム問題を有
する生徒に対する対応マニュアル作成 

教育現場における「ゲーム障害」に関係す

る実態把握については当初の予定どおりに

達成できたといえるが、現場のリサーチを

すればするほど、その低年齢化及び多様な

ケースが抽出されており、それらへの対応

のニーズが多岐にわたることがわかってき

た。 

実態把握の結果は、想定していた範囲内で

はあったが、数値的に示せた意義は大きい

といえる。特に１０歳以下の児童のゲーム

利用の実態についてはあまり明らかになっ

ていないため、低年齢化の実態を明らかに

できたこと、また、具体的なゲームの名称

やどういったジャンルに没頭しているのか

についても傾向分析できた意義は大きいと

いえる。 

また、統計的には明らかになったわけでは

ないが、訪問した各校の状況から、教育現

場が何に困っていて、どういった意識を持

っているのか、今後の予防・対応のために

どういった情報を求めているのかについて

も把握することができたといえる。 

文部科学省が「GIGA スクール」の本格実

施２年目として、導入されたタブレット端

末を活用するために各種の推進策を継続し

て実施してきた。デジタル教材の活用、学

習者用デジタル教科書の普及等は次年度以
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降も国策として推進される予定である。一

方で、活用が進むにつれて、配布したタブ

レットで授業中や家庭学習でゲームをする

などといったことも問題視されている。し

かしながら、これらのタブレットの活用履

歴から「ゲーム障害」を発見したり、適切

な使い方の指導自体を目的化することも考

えられるため、「対応マニュアル」には、

GIGA スクールで導入されたタブレット端

末を有効活用した予防策や対応策などを盛

り込む必要性もあると考えられる。 

なお、ゲーム障害への予防教育という新た

な教育分野を提案するよりは、特別活動や

道徳（「節度・節制項目」）、生活習慣の確

立の重要性、金銭教育、消費者教育、キャ

リア教育の一貫など、従来の教育分野に適

応させることで、早急なカリキュラムの適

応化が図られるのではないかと考えられ

る。 

GIGA スクールで導入されたタブレットを

通じての予防教材の活用や自覚を促すチェ

ックプログラム等（ゲームプレイからゲー

ム制作への転換等）多様な提案ができると

考えられる。教育現場では、導入されたタ

ブレットを有効活用するよう教育委員会か

ら通達されているため、ゲーム障害への理

解やその対応策が促されるのであれば興味

関心を抱くはずである。 

以上のような教育現場の状況を踏まえなが

ら、教師用の対応マニュアルを作成した。 

 

5. 既存の文献の reviewと対策提言 

今年度はゲームと睡眠及び認知機能に関す

るレビューを行った。長時間のゲームが睡

眠不足や睡眠の質の低下をもたらした結

果、認知機能、特に言語記憶や持続的注意

を悪化させる可能性が示唆された。 

過去三年間のレビューをまとめた。ゲーム

による健康問題は数多くあるが、最も問題

になるのは睡眠障害である。ゲームは睡眠

を悪化させ、睡眠を介して持続的注意や言

語記憶にも悪影響を及ぼす。これを防ぐた

めに、就床時間とゲーム時間を空ける、ﾌﾞ

ﾙｰﾗｲﾄｶｯﾄ、ゲーム時間を減らす、深夜以降

のゲームを避ける、などの対策が必要であ

る。 

ゲーム障害の強いリスク因子として、短絡

的な思考・All or Nothing思考などの不

適応な認知、達成感・現実逃避などのゲー

ムをする動機が最も相関が強い。他に性格

や行動パターンなどの心理的特徴、家族と

の不仲・学校でのいじめなどの環境要因も

挙げられた。時間的な相関を含めた因果関

係までをみることができないという限界は

あるものの、これまでの報告からは、スト

レスの多いライフイベントを経験し、自己

非難の考えから逃れるためにゲームをプレ

イするよう動機付けが行われ、その結果、

現実世界よりもゲームの世界が快適ととら

え、何よりもゲームを優先するという悪循

環が生じるというモデルが想定できる。実

際、長時間ゲームをする、e スポーツアス

リートとゲーム障害患者とでは、心理的背

景、認知機能、運動量の面で違いがあり、

ゲーム障害患者の現実世界の苦痛度を減ら

したり、ポジティブな動機付けができるよ

うに誘導したり運動をすることは保護的に

働く可能性がある。 

ゲーム障害対策の国際比較では、欧米諸国

とアジアで大きく異なっており、大きく２

つに分けると、アクセス制限などの積極的

な制限を行う対策と、教育や情報共有・プ
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ログラム参加などリスクを減らす対策に分

けられる。両者とも効果は十分とは言え

ず、結果にばらつきがあった。前者は、ゲ

ーム中にゲームのリスクを示唆する広告を

出すシステムなど本邦で取り入れられそう

な部分もあるが、中国や韓国で行われてい

るシャットダウン政策のような一律のゲー

ム制限は、法的な問題だけでなく逃避する

場がなくなり状況をさらに悪化させる場合

もある。本邦の現状からは、当事者だけで

なく家族や教員への教育・情報共有をして

いく香港モデルが今後目指していく形の一

つになるかもしれない。 

一方、GIGA スクール構想における ICT端

末に関しては、学校によって対策がばらば

らで、アクセス制限などの積極的な制限を

行っていくことが予防として重要と考えら

れる。 

以上を踏まえたうえで、以下のようなゲー

ム障害対策の提言をする。 

1)ゲーム障害予防教育の義務化と年齢に応

じた予防トレーニング、2)ゲームやネット

の悪影響に関する教育、3)ゲームやインタ

ーネットの時間の自己管理スキルのトレー

ニング、4）SNSルールをはじめとする、

SNSトラブルやネットいじめの管理スキ

ル、5）厚労省主体の思春期保健プログラ

ムや教育的な Webサイトの構築、6）GIGA

スクール構想における ICT端末のアクセス

制限の一律化、7）ゲームのパッケージや

ゲーム中にゲームリスクを示唆する広告の

提示の導入、8）ゲーム障害の背景因子の

理解を促す教育・情報共有、9）認知行動

療法をはじめとする認知の修正を促すよう

なプログラムの普及。ただし、1）-4）お

よび 8)に関しては、当事者だけでなく、

家族や教員にもアプローチすることが望ま

しい。その際に、現実世界の苦痛度を減ら

す、ポジティブな動機付けができるように

誘導する、運動をする、夜間の睡眠時間を

確保する、などのこれまでのレビューで示

されているメッセージを盛り込むのがよい

かもしれない。今後さらに知見を重ねて、

より具体的な対策案を提言していくことが

期待される。 

 

6. 国内の治療施設に通院するゲーム障害
患者および家族の実態調査 

今年度は、昨年度実施した患者・家族調査の

追跡調査を行った。 

 患者調査の対象者における一週間あたり

の平均ゲーム時間は、週当たり 2371.6 分

（約 39時間）であり、長時間ゲームを行っ

ている集団であった。 

 初回調査時と比較すると半年後調査では

1 日あたりのゲームプレイ時間は減少して

いたが、ゲームプレイ日数が増加しており、

週あたりのゲームプレイ時間は増加してい

る傾向が見られた。また、ゲーム障害疑いあ

りとなった人の割合は、各尺度、また年齢に

より割合は異なっていたが、41.4%〜50.9%

と約半数程度がゲーム障害疑いありと判定

された。また、初回調査と比較すると、各尺

度により差はあれど、74.1%〜77.2%の人は

判定に変化がなかった。一方、22.8％〜

25.9%の人は判定に変化があった。13.8％〜

14.0％の人はゲーム障害疑いありの状態か

ら疑いなしの状態への変化していた。これ

は、時間の経過による回復の他に、学年や学

校が変わったことによる環境の変化などが

影響している可能性がある。また、本調査は

患者集団の調査であり、ゲーム障害に限ら

ず精神科での治療を受けている集団であり、
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ゲーム障害と関連している発達障害などの

治療の結果、関連症状の状態が良くなり、そ

れに伴いゲーム障害の症状も緩和したとい

う可能性も考えられる。 

ゲームのプレイ時間については、1日あた

りのプレイ時間は減少していたが、プレイ

日数が増えており、結果として 1 週間あた

りのゲームプレイ時間が増加していた。ゲ

ームのプレイ時間が減少していることは良

いことかもしれないが、プレイ日数が増え

ていることは、耐性が生じてきているなど

悪い影響が出ている可能性も考えられる。

今後は、スクリーニング尺度によってゲー

ム障害と判定される人の割合が異なるので、

スクリーニング精度の高い尺度の開発が必

要であると考えられた。初回調査に引き続

き、睡眠障害やうつ傾向にある人が多く、情

緒・行動に関する問題を持つ人の割合も多

かった。これらはゲーム障害が併存する問

題の要因または結果となっている可能性が

考えられる。また、家族機能障害があると評

価された人の割合が約半数であり、家族と

の関係性に何かしら課題を抱える患者が多

いことがうかがえる。睡眠障害などの精神

的状態や情緒・行動に関する問題と同様に、

家族関係についてもゲーム障害の要因また

は結果となっている可能性が考えられる。 

 家族調査からは、親と子が回答したゲー

ム日数やゲーム時間に大きな差がないこと

が確認できた。一方で、2種類の親評定版ス

クリーニング尺度により、ゲーム障害疑い

ありと判定される割合が異なることも確認

された(PIGDS：81.0％、GAIDS−P：63.6％)。

自記式尺度と同様にスクリーニング精度の

高い尺度の開発が求められる。また、初回調

査と半年後調査で家族の精神的健康や QOL

に関する質問の回答傾向に大きな変化はな

かった。患者本人の精神的健康が改善され

ていないことが影響しているのか、単純に

家族自身の精神的健康が悪い状態が続いて

いるのかはわからないが、患者本人だけで

なく家族自身の精神的健康も悪い状態にあ

ることが引き続き示唆されている。患者自

身の精神的健康の悪化が家族自身の精神的

健康に悪影響を与える可能性、またその逆

の可能性も考えられる。また、半数以上が家

族機能に問題があると判定されていること

も合わせ、家族全体の支援が必要であると

思われる。 

 今後は、対象者は少ないものの、親子ペア

のデータを用いた解析を行う予定である。

なお、患者・家族調査の対象者が少なかった

ため、尺度の信頼性・妥当性の検証は、今後

サンプル数を増やして実施する。 

 

7. ゲーム障害に対する認知行動療法をベ

ースとした治療プログラムの開発と効果検

証 

本研究は，CAP-Gプログラム受講終了 3 か

月後および６か月後の効果を検証すること

を目標としている。しかし，現在までのと

ころ全８回のプログラムのうち 6 回以上を

受講したのち，3カ月が経過しアンケート

に回答した研究協力者の数が 6 名、6か月

が経過しアンケートに回答した研究協力者

の数が 4名のみと限られている。このよう

な限られた中ではあるが，ゲーム障害者自

身の自己評価によるゲーム障害度や最長ゲ

ーム使用時間，ゲーム使用による仕事・学

業および社会生活に対する悪影響に低下が

見られた。このことは，CAP-Gプログラム

を受講することで，ゲーム障害症状や依存
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度が低下し，ゲーム使用による悪影響も低

下することが窺われる。また，ゲーム障害

者の一番身近に生活している家族の評価に

よる GAMES Testを用いたゲーム障害障害

症状や、IATを用いたゲーム障害度、休日

のゲーム使用時間、ゲーム使用による社会

生活および家庭生活に対する悪影響の低減

が見られた。このことは，ゲーム障害者が

CAP-Gプログラムを受講することは，本人

のゲーム障害症状や依存度，それによる悪

影響を低減させるとともに，家族の精神衛

生に対してもよい影響を及ぼすことが示唆

された。 

本研究は、対象者数が少なく，1施設を

対象とした研究であるが、ゲーム障害に特

化した包括的認知行動療法プログラム

（CAP-G）がゲーム障害に有効である可能

性を示唆している。今後、対象者数の増

加、複数機関での実施，より長期の転帰評

価、無作為統制試験が必要である。 

 

E. 結論 

１．ゲーム障害の実態調査 

10-79歳の対象者のデータを分析すると、

2020 年の 7月時点では、2019 年と比較し

て、インターネット利用者割合が 2020 年

に増加し、利用する時間も増えた。オフラ

イン比べオンラインゲームに費やす時間が

圧倒的に長いが、変化を見るとゲーム時間

は、オフラインゲーム時間が長くなり、オ

ンラインが減少した。ゲーム時間が大幅に

増えた者で、ゲーム症疑い者（GAMESテス

ト 5点以上）の割合が高くなっていた。30

－49才女性のみ、ゲーム障害の頻度が増

えた。以上により、コロナ禍の中で、ゲー

ム症疑い者の頻度に大きな変化は認められ

なかったが、最も外出制限が強くかかった

時期の後の調査では、ゲーム時間やゲーム

の種類が特定の世代で変化したことが明ら

かになった。 

 

２．ゲーム依存相談機関向けの対応マニュ

アルの作成 

近年、ゲーム依存に関する相談は、精神保

健福祉センターや保健所、市区町村などの

相談機関に多く寄せられるようになってい

るが、まだまだゲーム依存に関する理解や

その対応方法についての知識に乏しく、一

方で対応できる医療機関は少なく、今後、

相談機関に求められるものは大きい。しか

し、ゲーム依存に関する具体的な対応方法

は、決められた一つの手段があるのではな

く、かつ多くの背景があり、今回、ゲーム

依存相談対応ガイドラインの提供を行った

が、今後とも、研究や事例の検討を重ね

て、より内容の深いものを作って行くこと

が重要と考えられる。 

 

3. 国内の医療機関を対象とした実態調査

児童精神科に通院中の 10 代の患者を対象

に、ゲーム障害のスクリーニングを目的と

して開発された自記式質問紙である GAMES 

testおよび IGDT-10 の陽性率を調査した

ところ、GAMES testでは 20.7%、IGDT-

10・久里浜法では 27.1 %が陽性であっ

た。これらの結果は、10 代・20 代の一般

人口を対象とした調査で報告されている陽

性率（GAMES test 5.1%、IGDT-10・久里浜

法 11.3 %）を大きく上回った。 

 容易に施行可能な自記式質問紙である

GAMES testや IGDT-10 を用いて、ゲーム

障害が疑われる症例を早期にスクリーニン
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グすることが、早期介入のためには重要で

あると考えられた。 

 

4. 教育現場の実態調査・ゲーム問題を有

する生徒に対する対応マニュアル作成 

学校現場での児童・生徒への調査や、教員

への聞き取りの結果から、ゲーム利用に関

する実態を把握することができた。また、

学校の持つ「ゲーム障害」の認識や課題意

識、そして求められている情報についても

掴むことができた。 

調査の結果、例えば、家庭でのゲーム時間

の上限が決められていない、制限設定がな

されていない割合は約半数にのぼるため、

これらの啓発活動（予防的な対応）が教育

現場では先決であることを改めて認識する

ことができた。 

また、小学校低学年から依存傾向は始まっ

ているが、小学校や中・高校では対処方法

も異なるため。「対応マニュアル」につい

ては、学校関係者のそれぞれの立場・役割

を考慮した上で、学校種別、特に小学校に

おいては低・中・高学年等発達段階に応じ

た提案が今後は必要となるであろう。な

お、依存傾向の児童生徒の早期の抽出及び

初期段階での応急処置のような提案も有効

であろうと考えられる。 

また、教育現場では、「どの学年で、何の

授業でどの程度、依存症対応の授業を実施

するかが未計画である」という声が多い。

授業カリキュラムに適合して、授業中に担

当（担任）教諭が実践できる内容及び相談

業務にあたる教員・養護教諭らが個別の児

童生徒・保護者らとの面談等で用いる内容

は異なるため、このあたりの切り分けも今

後は必要かと考えられる。 

教育現場で使えるような「ゲーム障害」対

応の指導用資料などはまだまだ不足してお

り、既存の情報モラル指導用教材を医学的

見地からの効果も見極めた上で、どう活用

を促すかがポイントであるといえる。 

 

5. 既存の文献の reviewと対策提言 

今年度は、ゲーム障害対策を考えるうえ

で、睡眠・認知機能とゲーム障害について

レビューを行い、睡眠障害への対策が非常

に重要であることを示した。 

また、これまでのレビューをまとめ、ゲー

ム障害の現状や課題を整理したうえで、ゲ

ーム障害対策への提言を行った。 

 

6. 国内の治療施設に通院するゲーム障害
患者および家族の実態調査 

 2022 年度は、2020 年度に翻訳し、2021 年

度に言語的妥当性を確認し、日本語版を確

定したゲーム障害スクリーニング尺度を用

いて患者・家族を対象とした追跡調査を実

施し、ゲーム使用問題を抱える患者および

その家族の実態を明らかにした。 

 

7. ゲーム障害に対する認知行動療法をベ

ースとした治療プログラムの開発と効果検

証 

これまでの結果から以下のことが示唆され

る。 

１．ゲーム障害者に対する CAP-Gによる介

入は、ゲーム障害者のゲーム障害症状を低

減させる。 

２．ゲーム障害者に対する CAP-Gによる介

入は、ゲーム障害者のゲーム依存度を低減

させる。 

３．ゲーム障害者に対する CAP-Gによる介

入は、ゲーム障害者の休日のゲーム使用時
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間を低減させる。 

４．ゲーム障害者に対する CAP-Gによる介

入は，ゲーム障害者の最長ゲーム使用時間

を低減させる。 

５．ゲーム障害者に対する CAP-Gによる介

入は，ゲーム障害者のゲーム使用に関する

仕事・学業、社会生活、および家庭生活へ

の悪影響を低減させる。 

６．ゲーム障害者に対する CAP-Gによる介

入は、ゲーム障害者のゲーム障害からの回

復に効果的である。 
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